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（百万円未満切捨て） 

１．20 年 3 月期の連結業績（平成 19 年 4 月 1 日 ～ 平成 20 年 3 月 31 日） 

（1）連結経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

20 年 3 月期 

百万円  ％

 12,889 △2.4

百万円  ％

 681 △3.8

百万円  ％ 

 598 5.5 

百万円   ％

 542 △28.0

19 年 3 月期  13,210 3.7  708 18.7  567 2.9  754 3.9

 

 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

1 株当たり 

当期純利益 

自 己 資 本

当期純利益率

総 資 産 

経 常 利 益 率 

売 上 高

営 業 利 益 率

20 年 3 月期 

円 銭 

 16.94 

円 銭

 ―

％ 

3.6 

％ 

2.2 

％ 

5.3 

19 年 3 月期  25.65  23.96 5.3 2.0 5.4 

（参考）持分法投資損益 20 年 3 月期 ― 百万円 19 年 3 月期 ― 百万円 

 

（2）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

20 年 3 月期 

百万円

 26,630 

百万円

 16,227 

％ 

 58.1 

 円 銭 

 443.92 

19 年 3 月期  27,675  15,448  52.9  472.75 

（参考）自己資本 20 年 3 月期 15,459 百万円 19 年 3 月期 14,654 百万円 

 

（3）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ･フロー

投資活動による 

キャッシュ･フロー

財務活動による 

キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物

期末残高 

 

20 年 3 月期 

19 年 3 月期 

百万円

 1,500 

 1,304 

百万円

 △643 

 △1,082 

百万円 

 △1,474 

 △11 

百万円

 2,095 

 2,710 

 

２．配当の状況 

 1 株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

配当金総額

（年間） 

配当性向 

（連結） 

純資産配当率 

（連結） 

 

19 年 3 月期 

円 銭 

3.00 

円 銭

5.00 

円 銭

8.00 

百万円

244 

％ 

31.2 

％

1.7 

20 年 3 月期 3.00 5.00 8.00 269 47.2 2.2 

21 年 3 月期(予想) 5.00 5.00 10.00 52.8 

 

３． 21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1 日 ～ 平成 21 年 3 月 31 日） 

（％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 

第２四半期連結累計期間 

通 期 

百万円  ％ 

6,550  3.3 

13,400  4.0 

百万円   ％

390 △11.4

800  17.4

百万円   ％

360 △9.3

730 22.0

百万円   ％ 

310  7.3 

660  21.6 

円 銭 

 8.90 

 18.95 

 

http://www.tokai-lease.co.jp/


 
 

 
 

４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結の範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無 

 

（２）連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項の変更に記載されるもの） 

①会計基準等の改正に伴う変更 ： 有 

②①以外の変更 ： 無 

〔（注）詳細は、18 ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。〕 

 

（３）発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 20 年 3 月期 34,943,225 株 19 年 3 月期 31,100,529 株 

②期末自己株式数 20 年 3 月期 117,398 株 19 年 3 月期 102,980 株 

（注）1 株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、23 ページ「1 株当たり情報」

をご覧ください。 

 

（参考）個別業績の概要 

１． 20 年 3 月期の個別業績（平成 19 年 4 月 1 日 ～ 平成 20 年 3 月 31 日） 

（1）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

20 年 3 月期 

百万円  ％

 11,916 △2.4

百万円  ％

 602 13.3

百万円  ％ 

 610 21.2 

百万円   ％

 568 △14.1

19 年 3 月期  12,212 4.3  531 36.0  503 32.4  661 4.0

 

 
1 株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

1 株当たり当期純利益

20 年 3 月期 

円 銭 

 17.73 

円 銭 

 ―  

19 年 3 月期  22.51  21.03  

 

（2）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

20 年 3 月期 

百万円

 24,448 

百万円

 15,183 

％ 

 62.1 

 円 銭 

 435.99 

19 年 3 月期  25,064  14,385  57.4  464.10 

（参考）自己資本 20 年 3 月期 15,183 百万円 19 年 3 月期 14,385 百万円 

 

２．21 年 3 月期の業績予想（平成 20 年 4 月 1 日 ～ 平成 21 年 3 月 31 日） 

 （％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 

第２四半期累計期間 

通 期 

百万円  ％ 

6,100  4.4 

12,500  4.9 

百万円  ％

320 △9.4

650  7.9

百万円  ％

310 △9.1

680 11.5

百万円  ％ 

290  5.1 

640 12.6 

円 銭 

 8.33 

 18.38 

 

※次期の 1 株当たり当期純利益の算定の基礎となった株式数（第２四半期累計期間、通期共） 34,825,827 株 

※業績予想につきましては、連結・個別とも本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、

実際の業績は、さまざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想と異なる可能性があります。 
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添付資料 
１．経 営 成 績 

 
（１）経営成績に関する分析 

 

①当期の業績について 

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出高の順調な増加に支えられ、景気は回復基調を続けてまいりました。しかしな

がら、平成 20 年に入ってからは、原油高による原材料価格の高騰や設備投資の減退等により企業業績の伸びは鈍化し、サブ

プライムローン問題による国際金融不安が拍車をかける形で、景気の行き先不透明感が強まってまいりました。 

また、個人消費においても、所得の改善が進まない中、消費者物価の上昇により消費者心理は大きく悪化し、厳しさが増し

てまいりました。 

さらに、当社の主要なユーザー先である建築土木業界におきましても、昨年 6月の建築基準法の改正の影響により建築着工

件数が落ち込み、公共設備投資の減少の影響もあり、経営環境は予断を許さない状況が続きました。 

このような状況において当社グループは創業以来 40 年間、仮設建物リース専業業者として培ってきたノウハウを結集して、

お客様のニーズに一層応えられる商品・施工技術の開発に努めるとともに、営業訪問活動の強化と、原価・経費の徹底した削

減を行い、低調な市場にあっても、安定した利益の確保を目指してまいりました。 

この結果、売上高は１２，８８９百万円（前年同期比２．４％減）となりましたが、部門別ではユニットハウスや什器備品

の収益性の高い商品が順調に売上を伸ばし、売上総利益は３，３１２百万円（前年同期比２．８％増）、経常利益は５９８百

万円（前年同期比５．５％増）となりました。しかし、特別損失に過年度役員退職慰労引当金繰入額２３４百万円を計上した

ため、当期純利益は５４２百万円（前年同期比２８．０％減）となりました。 

 

（イ）受注の状況 （単位：百万円） 
期中契約高 期中契約実行高  

期 別 
 

期首 
契約残高 金 額 

前年 
同期比 

金 額 
前年 
同期比 

期末 
契約残高 

期末契約残高の

うちリース期間

未経過契約高 

当連結会計年度 
(平成 20年 3月 31日) 

3,660 

（ 1,138） 
13,101 

％ 
97.6 

 
12,889 

％ 
97.6 

 

3,872 

(1,306) 
2,566 

（注） １．(    )の数字は内数で、工事未着手の契約高であります。 
２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
（ロ）販売実績 （単位：百万円） 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１９年 ４月 １日 
至 平成２０年 ３月３１日 

期 別

 
 
区 分 金 額 構 成 比 前年同期比 

 
仮 設 建 物 部 門 
什 器 備 品 部 門 
ユ ニ ッ ト ハ ウ ス 部 門 

 
７，５７０ 
３，３６２ 
１，９５７ 

％

５８．７ 
２６．１ 
１５．２ 

％ 
９３．３ 

１０４．８ 
１０３．７ 

合 計 １２，８８９ １００．０ ９７．６ 

（注） 記載金額には、消費税等は含まれておりません。 
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②セグメント別の状況に関する分析 

当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の事業

を営んでおります。 

また、オペレーティングリース会社として、商品の賃貸だけではなく製造、運送、工事、補修も含めたトータルなサー

ビスを提供しており、事業のセグメントは単一と判断しております。 

 

③次期の見通し  

次期の業績につきましては、厳しい経営環境が続くものと予想され、大幅な売上の増加は望めないと判断し連結売上高

は１３，４００百万円（前年同期比４．０％増）と予想しております。一方、損益面ではより一層の経営の効率化に注力

し、売上原価の低減による売上総利益率の上昇により営業利益は８００百万円（前年同期比１７．４％増）、また、営業外

収支の改善により、経常利益は７３０百万円（前年同期比２２．０％増）、当期純利益は６６０百万円（前年同期比２１．

６％増）を予想しております。 
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（２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（イ）資産の部 

当連結会計年度の資産合計は前連結会計年度より１，０４４百万円減少し、２６，６３０百万円となりました。理由の

主のものは現金及び預金の減少６１４百万円によるものであります。 
 

（ロ）負債の部 

当連結会計年度の負債合計は前連結会計年度より１，８２３百万円減少し、１０，４０３百万円となりました。理由の

主なものは、社債(１年内償還予定の社債を含む)の減少６００百万円及び借入金(長期・短期含む)の減少１，１６２百万

円によるものであります。 
 

（ハ）純資産の部 

当連結会計年度の純資産合計は前連結会計年度より７７８百万円増加し、１６，２２７百万円となりました。理由の主

なものは、新株予約権の行使による資本金及び資本剰余金の増加６００百万円によるものであります。 
 
 

②キャッシュ・フローの状況 
オペレーティングリース会社である当社グループは、営業用資産であるリース用資産の取得を、投資活動によるキャッ

シュ・フローと位置づけております。一方、リース用資産の減価償却費は非資金取引として営業活動によるキャッシュ・

フローの減価償却費に含めて記載しております。 
当連結会計年度の営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度よりも収入が１９５百万円増加し１，５００

百万円の収入となりました。主な理由は、売上債権の減少によるものであります。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度よりも支出が４３９百万円減少し６４３百万円の支出となりま

した。主な理由は、リース用資産の取得による支出の減少によるものであります。 
財務活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度よりも支出が１，４６２百万円増加し１，４７４百万円の支出と

なりました。主な理由は、長期借入れによる収入の減少によるものであります。 
以上の結果、当連結会計年度の現金及び現金同等物の期末残高は、前連結会計年度末より６１４百万減少し、

２，０９５百万円となりました。 
 
なお、当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。 

 平成 17 年 3 月期 平成 18 年 3 月期 平成 19 年 3 月期 平成 20 年 3 月期 

自己資本比率 ４９．２％ ５１．３％ ５２．９％ ５８．１％ 

時価ベースの 
自己資本比率 

３２．８％ ３３．４％ ２８．９％ １９．９％ 

債務償還年数 ３．７年 ４．８年 ４．５年 ２．５年 

インタレスト・ 
カバレッジ・ 

レシオ 
１０．４ ８．１ ８．９ １３．７ 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 
債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（注） １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、期末時価終値×期末発行済株式数により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象と

しております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 



東海リース㈱（9761）平成 20 年 3 月期 決算短信 

 －6－ 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

配当につきましては、株主様に対する利益還元を経営の最重要課題の一環として位置付けており、今後の収益予想及び経

営基盤等を勘案しながら、中長期的視点に立脚した安定配当の継続を基本方針としております。 

平成５年３月期（第２５期）以降、平成１１年３月期（第３１期）まで、１株につき年１５円（中間期７.５円、期末

７.５円）の配当を上記の方針に基づき７期継続して実施してまいりました。 

配当金の決定に当たっては、内部留保の充実に努めながらも、長期に保有していただく株主の皆様のご期待にお応えする

様３０％以上の配当性向を維持するよう努力してまいります。 

当期の配当金につきましては、期末配当は５円を予定しており、実施済の中間配当３円と合わせ年間配当は８円とさせて

いただく予定であります。なお、連結ベースの配当性向は４７．２％となります。 

また、次期の配当につきましては、当期より２円増配し、中間５円、期末５円の年間配当１０円（連結ベースの配当性向

は５２．８％）とさせていただく予定であります。 

 

（４）事業等のリスク 

平成 18 年３月期決算短信（平成 18 年 5 月 17 日開示）により開示を行なった内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。 
当該決算短信は、次の URL からご覧いただくことができます。 
（当社ホームページ） 
http://www.tokai-lease.co.jp/
（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ）） 
http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html

 

http://www.tokai-lease.co.jp/
http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html
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２．企 業 集 団 の 状 況 
当社の企業集団は当社及び子会社６社(平成２０年３月３１日現在)で構成されており、当グループが営んでいる主な事業

内容は、仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の事業であり、各会

社の当該事業部門等との関連は、次のとおりであります。 
 

仮設建物リース及び販売 主に連結子会社である東海ハウス㈱より完成された仮設建物部材を当社が仕入し、各ユーザ

ーへリース並びに販売を行っております。 
 

什器備品リース及び販売 仮設建物等に付随する什器備品類を連結子会社である日本キャビネット㈱が、当社へリース

並びに販売しており、当社が、各ユーザーへリース並びに販売を行っております。 
 

ユニットハウスリース及 ユニットハウスは主として連結子会社である東海ハウス㈱より当社が仕入し、各ユーザー 
び販売  ヘリース並びに販売を行っております。 

また、仮設建物等に付随する衛生用移動建物（トイレ棟・フロ棟）のリース並びに販売は主

に他業者から仕入を行い、各ユーザーへリース並びに販売を行っております。 
 
【事業系統図】 

仮設建物部材の製造・販売

（ ユ ー ザ ー ） 

東 海 リ ー ス ㈱ 

東 海 ハ ウ ス ㈱ 日 本 キ ャ ビ ネ ッ ト ㈱

北京榕東活動房有限公司 
西安榕東活動房有限公司 
上海榕東活動房有限公司 

仮設建物部材・ 
ユニットハウスの製造 

什器備品の 
リース及び販売 

仮設建物部材の製造・販売 

榕東活動房股份有限公司

 
 

なお、最近の有価証券報告書（平成１９年６月２９日提出）における「関係会社の状況」から重要な変更がないため、「関

係会社の状況」の開示を省略します。 
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３．経 営 方 針 
 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は、オペレーティングリース会社として、お客さまに優秀な品質、優れた技術、行き届いたサービス等による顧客満

足を提供し、その結果として、安定した業績と適正な利益を確保することを経営の基本としています。なお、当社の主業務

である仮設建物リースは、震災時の応急仮設住宅等、公共性の高い事業であり、迅速かつ安定した供給を継続して行い、社

会的貢献を果たすことを目指しております。 

また、オペレーティングリース業として、最近の環境問題にも配慮し、廃材を抑え、繰り返しリース供給できる商品を開

発し市場に提供することが、当社の社会的存在意義ととらえております。 

こうした方針のもと、今後とも、当面の間は厳しい経営環境が続くと思われるなか、単なる売上の量的拡大による収益の

回復を目指すのではなく、運営の効率化とコスト削減を主とした採算性重視の経営に徹し、以下の四つを重点課題として鋭

意取組んでいます。 

① 新商品の開発と商品及び施工技術の品質改善 

② 全事業所の運行機能とシステム資質の尖鋭化 

③ 原価の徹底追及による利益の確保 

④ 財政運営の安定化と、有利子負債の圧縮 

 

（２）目標とする経営指標 
当社グループは平成 17 年 3 月期において減損会計の早期適用を始めとする経営体質の大幅な改善を図り、売上の

量的拡大に依らず、収益性を重視した安定経営を目指しております。当面の目標としては営業利益率、経常利益率と

も５％以上を目標としております。当期におきましては、営業利益率は５．３％、経常利益率は４．６%となり営業

利益は目標値を上回ることができましたが、経常利益は僅かに及びませんでした。次期につきましては、営業利益率

は６．０％、経常利益率は５．４％を予想しており今後も継続して目標値の達成に努力してまいります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略 

上記「（１）会社の経営の基本方針」に記載の、四つの重点課題に注力してまいります。 
 

（４）会社の対処すべき課題 

今後の経済の見通しにつきましては、原油高・原材料価格の高騰や、円高による輸出産業の後退や米国経済減速の影響に

加え、サブプライム問題による投資損失の増加も懸念され、景気は下振れするとの観測が強まっております。 

仮設建物リース業界におきましても、建築基準法の改正による混乱は徐々に落ち着きつつありますが、全般的な景気の足

踏みへの不安は拭い去ることが出来ず、引き続き厳しい状況が続くものと思われます。 

このような状況にあって当社グループは、積極的な営業活動を展開し、質・量の両面において一層の充実を図り、経営の

効率化・合理化を進め、業績の上昇を目指してまいります。 

株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご指導・ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。 
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４．連 結 財 務 諸 表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：百万円） 
期 別 

 
科 目 

前連結会計年度 
 

平成１９年３月３１日 

当連結会計年度 
 

平成２０年３月３１日 
増 減 

（資 産 の 部）    

流 動 資 産 １２，６６０ １１，９５４ △７０６

現金及び預金 
 
受取手形及び売掛金 
 
たな卸資産 
 
繰延税金資産 
 
その他 
 
貸倒引当金 

 
 
※５ 
 
 
 
 
 
 
 
 

２，９９１ 
 

８，８９９ 
 

３３９ 
 

４７ 
 

３９２ 
 

△１０ 

２，３７６ 
 

８，７６２ 
 

３４９ 
 

９１ 
 

３８１ 
 

△７ 

△６１４ 
 

△１３６ 
 

９ 
 

４３ 
 

△１０ 
 

３ 

固 定 資 産 １５，００２ １４，６４４ △３５７

有形固定資産
※1 
※3 

１３，９２９ １３，８８９ △３９

リース用資産 
 
建物及び構築物 
 
機械装置及び運搬具 
 
土地 
 
その他 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

５，７１７ 
 

３，０２４ 
 

１６７ 
 

４，９８１ 
 

３８ 

５，８４０ 
 

２，８８３ 
 

１４４ 
 

４，９８１ 
 

３９ 

１２２ 
 

△１４１ 
 

△２３ 
 

― 
 

１ 

無形固定資産 ※3 ３７６ ２９４ △８１

投資その他の資産  ６９６ ４６０ △２３５

投資有価証券 
 
その他 

 
 
※2 
※3 

３８１ 
 

３１４ 

１５２ 
 

３０８ 

△２２９ 
 

△６ 

繰 延 資 産 １２ ３２ １９

資 産 合 計 ２７，６７５ ２６，６３０ △１，０４４ 
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（単位：百万円） 
期 別 

 
科 目 

前連結会計年度 
 

平成１９年３月３１日 

当連結会計年度 
 

平成２０年３月３１日 
増 減 

（負 債 の 部）    

流 動 負 債 ８，４０３ ６，９９８ △１，４０５

支払手形及び買掛金 
短期借入金 
１年内償還予定社債 
未払法人税等 
前受リース収益 
賞与引当金 
役員賞与引当金 
設備支払手形 
その他 

※5 
※3 
※3 
 
 
 
 
 
 

２，７２０ 
１，４０６ 

８００ 
９５ 

２，５２２ 
２２３ 
２４ 
５６ 

５５４ 

２，４３４ 
１，０６３ 

― 
６７ 

２，５６６ 
２０９ 
２３ 
１ 

６３２ 

△２８６ 
△３４３ 
△８００ 
△２７ 
４３ 

△１４ 
△１ 

△５４ 
７８ 

固 定 負 債 ３，８２３ ３，４０５ △４１７

社債 
長期借入金 
退職給付引当金 
役員退職慰労引当金 
その他 

 
※3 
 
 
 

１，１００ 
２，１９８ 

３８３ 
― 

１４１ 

１，３００ 
１，３７８ 

４１６ 
２５２ 
５８ 

２００ 
△８１９ 

３３ 
２５２ 
△８３ 

負 債 合 計  １２，２２７ １０，４０３ △１，８２３

（純 資 産 の 部）    

株 主 資 本 １４，５９１ １５，４８１ ８８９

資本金 ７，７３２ ８，０３２ ３００ 
資本剰余金 ５，５１１ ５，８１１ ３００ 
利益剰余金 １，３６６ １，６５９ ２９２ 
自己株式 △１９ △２２ △３ 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ６２ △２１ △８３

その他有価証券評価差額金 １２５ ６ △１１９ 
為替換算調整勘定 △６３ △２７ ３５ 

少 数 株 主 持 分 ７９４ ７６７ △２７

純 資 産 合 計 １５，４４８ １６，２２７ ７７８

負債・純資産合計 ２７，６７５ ２６，６３０ △１，０４４ 

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（２）連 結 損 益 計 算 書 
（単位：百万円） 

前連結会計年度 
自 平成１８年 ４月 １日

至 平成１９年 ３月３１日

当連結会計年度 
自 平成１９年 ４月 １日 
至 平成２０年 ３月３１日 

増 減 
期 別 

 
 

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率 
 
売 上 高 
売 上 原 価 

 
13,210 

9,988 

% 
100.0 
75.6 

 
12,889 

9,577 

% 
100.0 
74.3 

 
△320 
△411 

% 
△2.4 
△4.1 

売 上 総 利 益 3,221 24.4 3,312 25.7 91 2.8 

販売費及び一般管理費 ※1、2 2,513 19.0 2,631 20.4 118 4.7 

営業利益 708 5.4 681 5.3 △27 △3.8 

営業外収益 
（ 受取利息 ） 
（ 受取配当金 ） 
（ 為替差益 ） 
（ スクラップ売却代 ） 
（ その他 ） 

36 
 （ 4 ）

 （ 9 ）

 （ 2 ）

 （ 6 ）

 （ 11 ）

0.3 
（ 0.0 ）

（ 0.1 ）

（ 0.0 ）

（ 0.0 ）

（ 0.2 ）

51 
 （ 11 ）

 （ 10 ）

 （ 2 ）

 （ 8 ）

 （ 18 ）

0.4 
（ 0.1 ） 
（ 0.1 ） 
（ 0.0 ） 
（ 0.1 ） 
（ 0.1 ） 

15 
 （ 6 ）
 （ 0 ）
 （ △0 ）
（ 1 ）
 （ 6 ）

41.8 
(  136.6)
(   8.6)
( △16.1)
(  27.8)
(  51.5)

営業外費用 
（ 支払利息 ） 
（ その他 ） 

177 
 （ 142 ）

 （ 35 ）

1.4 
（ 1.1 ）

（ 0.3 ）

133 
 （ 109 ）

 （ 24 ）

1.1 
（ 0.9 ） 
（ 0.2 ） 

△43 
 （ △32 ）
 （ △10 ）

△24.5 
( △22.9)

 ( △30.9)

経常利益 567 4.3 598 4.6 31 5.5 

特別利益 
（ 投資有価証券売却益 ） 
（ 貸倒引当金戻入益 ） 
（ 関係会社出資金売却益 ） 
（ 固定資産売却益 ）※3 

230 
 （ 155 ）

 （ 1 ）

 （ 73 ）

 （ ― ）

1.7 
（ 1.2 ）

（ 0.0 ）

（ 0.5 ）

（ ― ）

198 
 （ 145 ）

 （ 3 ）

 （ ― ）

 （ 49 ）

1.5 
（ 1.1 ） 
（ 0.0 ） 
（ ― ） 
（ 0.4 ） 

△31 
 （ △9 ）
（ 1 ）
（ △73 ）
（ 49 ）

△13.8 
(  △6.2)
(  116.7)
(  ― )
(  ― )

特別損失 
（ 固定資産除却損 ）※4 
（ 固定資産売却損 ）※5 
（ 役員退職金 ） 
（ 過年度役員退職 
 慰労金引当金繰入額 ） 

18 
 （ 9 ）

 （ 0 ）

 （ 9 ）

 
（ ― ）

0.1 
（ 0.1 ）

（ 0.0 ）

（ 0.0 ）

 
（ ― ）

243 
 （ 6 ）

 （ ― ）

 （ 2 ）

 
 （ 234 ）

1.8 
（ 0.0 ） 
（ ― ） 
（ 0.0 ） 
 
（ 1.8 ） 

224 
 （ △2 ）
 （ △0 ）
 （ △6 ）

 
（ 234 ）

1,205.5 
( △28.7)
(  ― )

 ( △75.6)

(  ― )

税金等調整前当期純利益 
法人税、住民税及び事業税 
法人税等調整額 

778 
96 

△79 

5.9 
0.7 

△0.6 

553 
66 

△40 

4.3 
0.5 

△0.3 

△225 
△30 

39 

△28.9 
△31.8 
△49.4 

少数株主利益又は 
少数株主損失(△) 

当期純利益 

 
6 

754 

 
0.1 
5.7 

 
△15 
542 

 
△0.1 

4.2 

 
△22 
△211 

 
△129.3 
△28.0 

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（３）連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

 

前連結会計年度（自 平成 18 年 4 月 1 日 至 平成 19 年 3 月 31 日） （単位：百万円） 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高 7,432 5,211 865 △13 13,496 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 300 300   600 

剰余金の配当   △259  △259 

役員賞与   △1  △1 

当期純利益   754  754 

自己株式の取得    △5 △5 

連結範囲の変動   8  8 

その他   △0  △0 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
    ― 

連結会計年度中の変動額合計 300 300 501 △5 1,095 

平成19年3月31日残高 7,732 5,511 1,366 △19 14,591 

 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証

券評価差額金

為替換算調整

勘定 

評価・換算差

額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成18年3月31日残高 305 △149 155 794 14,446 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     600 

剰余金の配当     △259 

役員賞与     △1 

当期純利益     754 

自己株式の取得     △5 

連結範囲の変動     8 

その他     △0 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△179 85 △93 0 △93 

連結会計年度中の変動額合計 △179 85 △93 0 1,002 

平成19年3月31日残高 125 63 62 794 15,448 
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当連結会計年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） （単位：百万円） 

株主資本 
項目 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年3月31日残高 7,732 5,511 1,366 △19 14,591 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行 300 300   600 

剰余金の配当   △250  △250 

当期純利益   542  542 

自己株式の取得    △3 △3 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
    ― 

連結会計年度中の変動額合計 300 300 292 △3 889 

平成20年3月31日残高 8,032 5,811 1,659 △22 15,481 

 

評価・換算差額等 

項目 その他有価証

券評価差額金

為替換算調整

勘定 

評価・換算差

額等合計 

少数株主持分 純資産合計 

平成19年3月31日残高 125 △63 62 794 15,448 

連結会計年度中の変動額      

新株の発行     600 

剰余金の配当     △250 

当期純利益     542 

自己株式の取得     △3 

株主資本以外の項目の連結会計

年度中の変動額（純額） 
△119 35 △83 △27 △111 

連結会計年度中の変動額合計 △119 35 △83 △27 778 

平成20年3月31日残高 6 △27 △21 767 16,227 
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（４）連 結 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 （単位：百万円） 
前連結会計年度 

自 平成１８年 ４月 １日 
至 平成１９年 ３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１９年 ４月 １日 
至 平成２０年 ３月３１日 

期 別

 
 
科 目 金 額 金 額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 
関 係 会 社 出 資 金 売 却 益 
固 定 資 産 売 却 益 
有 形 固 定 資 産 除 却 損 
有 形 固 定 資 産 売 却 損 
貸 倒 引 当 金 の 減 少 額 
賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 
役 員 賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
リ ー ス 用 資 産 の 中 古 販 売 に よ る 売 上 原 価 
為 替 差 益 
売 上 債 権 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 
た な 卸 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 
そ の 他 資 産 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 
仕 入 債 務 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 
前 受 リ ー ス 収 益 の 増 加 額 
役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ の 他 負 債 の 増 加 額 
そ の 他 

７７８ 
８７９ 

△１５５ 
△７３ 

― 
９ 
０ 

△２３ 
５４ 
２４ 
２１ 

― 
△１４ 
１４２ 

８６ 
△２ 

△５９８ 
４９ 

△２４ 
９３ 

２５９ 
△３ 

８ 
△５ 

５５３ 
８９７ 

△１４５ 
― 

△４９ 
６ 
― 

△３ 
△１４ 

△１ 
３３ 

２５２ 
△２１ 
１０９ 

７５ 
△２ 

１３１ 
△５ 
３０ 

△２５２ 
３６ 

― 
６４ 
△７ 

小 計 １，５０８ １，６８８ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

１４ 
△１３８ 

△７８ 

２１ 
△１１１ 

△９８ 
営業活動によるキャッシュ・フロー １，３０４ １，５００ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 払 戻 し に よ る 収 入 
リ ー ス 用 資 産 取 得 に よ る 支 出 
社 用 資 産 の 購 入 に よ る 支 出 
社 用 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
関 係 会 社 出 資 金 の 売 却 に よ る 収 入 
そ の 他 投 資 等 の 減 少 額 

△２８１ 
２７５ 

△１，３８３ 
△２８ 

０ 
△０ 

２０６ 
１２０ 

６ 

△１７８ 
１７８ 

△８９９ 
△２０６ 

２９４ 
△０ 

１６７ 
― 
１ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △１，０８２ △６４３ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短 期 借 入 金 の 増 減 額 ( 純 額 ) 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
社 債 の 発 行 に よ る 収 入 
社 債 の 償 還 に よ る 支 出 
自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 ( 純 額 ) 
親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額 
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 
そ の 他 

△２４ 
９５０ 

△１，０３８ 
１，２００ 

△８００ 
△５ 

△２５９ 
△２６ 

△６ 

△２４８ 
１５０ 

△１，０６８ 
８００ 

△８００ 
△３ 

△２５０ 
△２１ 
△３１ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１１ △１，４７４ 
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前連結会計年度 
自 平成１８年 ４月 １日 
至 平成１９年 ３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１９年 ４月 １日 
至 平成２０年 ３月３１日 

期 別

 
 
科 目 金 額 金 額 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ６ ２ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 ２１７ △６１４ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ２，４９２ ２，７１０ 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ２，７１０ ２，０９５ 
（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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（５）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
①連結の範囲に関する事項 

連 結 子 会 社 ６社 日本キャビネット株式会社、東海ハウス株式会社 
 榕東活動房股份有限公司（中華人民共和国福州市） 
 北京榕東活動房有限公司（中華人民共和国北京市） 
 西安榕東活動房有限公司（中華人民共和国西安市） 
 上海榕東活動房有限公司（中華人民共和国上海市） 
 

非連結子会社 １社 福州榕東活動房安装有限公司（中華人民共和国福州市） 
（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は小規模であり、その総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合

う額）等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 

②持分法の適用に関する事項 
持分法を適用していない非連結子会社（福州榕東活動房安装有限公司）は当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が

軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、投資勘定については持分法を適用せず原価法により評価しておりま

す。 
 

③連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち、榕東活動房股份有限公司、北京榕東活動房有限公司、西安榕東活動房有限公司及び上海榕東活動房

有限公司の決算日は１２月３１日であります。 
連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 
 

④会計処理基準に関する事項 
（イ）重要な資産の評価基準及び評価方法 

１）その他有価証券 ― 時価のあるもの・・・決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 
（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定しております。） 
 時価のないもの・・・移動平均法による原価法によっております。 

２）た な 卸 資 産 ― 主要資材は総平均法による原価法によっております。 
 未成工事支出金は個別原価法によっております。 
 その他のたな卸資産は最終仕入原価法によっております。 
 

（ロ）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
１）有形固定資産の減価償却の方法 

リース用資産 ― 定額法によっております。なお、仮設建物及びユニットハウスの耐用年数については７～１

６年、その他のリース用資産の耐用年数については５～７年を用いております。 
社 用 資 産 

建 物 ― 定額法によっております。なお、主な耐用年数は５～６５年であります。 
 
建物以外の社用資産 ― 定率法によっております。なお、主な耐用年数は３～１４年であります。 

 
２）無形固定資産 

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に

基づく定額法によっております。 
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（ハ）重要な引当金の計上基準 
１）貸倒引当金 

期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主に貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
３）役員賞与引当金 

役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 
なお、会計基準変更時差異（４０６百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に基づく定率法に

よりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
５）役員退職慰労引当金 

当社及び主要な連結子会社は、役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労引当金規程に基づく連結会計年

度末要支給額を計上しております。 
 

（二）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
在外子会社の資産・負債・収益及び費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部におけ

る為替換算調整勘定に含めております。 
 

（ホ）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

（ヘ）重要なヘッジ会計の処理方法 
当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。 
なお、金利スワップについては特例処理を採用しており、有効性の評価は省略しております。 

 
（ト）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 

⑤連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を採用しております。 

 
⑥連結キャッシュ・フロー計算書における資金範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 
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（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
前連結会計年度 

平成１９年３月３１日 
当連結会計年度 

平成２０年３月３１日 
(繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い) 

当連結会計年度より、「繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い」(企業会計基準委員会 平成 18 年 8 月 11 日 実務

対応報告第 19 号)を適用しております。 
これによる、損益に与える影響は軽微であります。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 
当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成 17 年 12 月 9
日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12
月 9 日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、14,654 百万

円であります。 
なお、当連結会計年度における貸借対照表の純資産の部に

ついては、連結財務諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。 
(役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「役員賞与に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成 17 年 11 月 29 日 実務対応報告第４

号）を適用しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ 40 百万円減少しており

ます。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(役員退職慰労引当金） 

役員退職慰労金は、従来支出時の費用として処理してお

りましたが、当連結会計年度から「租税特別措置法上の準

備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職慰

労引当金等に関する監査上の取扱い」(日本公認会計士協

会 平成19年4月13日 監査・保証実務委員会報告第42号)

を適用し、内規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上する方法に変更しております。 

この変更により、当連結会計年度発生額17百万円を販売

費及び一般管理費に計上し、過年度対応額234百万円につ

いては特別損失に計上しております。 

この結果、従来の方法に比べて営業利益及び経常利益はそ

れぞれ 17 百万円減少し、税金等調整前当期純利益は 252 百万

円減少しております。 
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（７）連結財務諸表に関する注記事項 
①連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書に関する注記事項 

   （連結貸借対照表関係） 
前連結会計年度 

平成１９年３月３１日 
当連結会計年度 

平成２０年３月３１日 
※１．有形固定資産の減価償却累計額１０，５４６百万円 
 
※２．非連結子会社に係る注記 

非連結子会社に対するものは次のとおりであります。

 
出 資 金 ３３百万円 

 
※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 
リース用資産 ６３５百万円 
建 物 ２，５４１百万円 
土 地 ４，０６１百万円 
無形固定資産 １４５百万円 
投資その他の資産「その他」 ２３百万円 

計 ７，４０７百万円 
上記のうち、取引先の借入金７９百万円に対する担保

提供資産は土地１８０百万円、建物５７百万円であり

ます。 
 
担保されている債務 

長 期 借 入 金 ２，１７８百万円 
１年内償還予定社債 ８００百万円 
短 期 借 入 金 １，２９６百万円 

計 ４，２７５百万円 
 

４．受取手形裏書譲渡高は３５９百万円であります。 
受取手形割引高は４６百万円であります。 

 
※５．連結会計年度末日満期手形の処理 

連結会計年度末日満期手形は、手形交換日を持って決

済処理しております。従って、当連結会計年度末日は、

金融機関の休日のため、受取手形６７百万円、受取手

形裏書譲渡高３８百万円、割引手形１１百万円、支払

手形４７百万円を４月２日に決済処理しております。

 

※１．有形固定資産の減価償却累計額１１，１３５百万円 
 
※２．非連結子会社に係る注記 

非連結子会社に対するものは次のとおりであります。

 
出 資 金 ３３百万円 

 
※３．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産 
リース用資産 ５７９百万円 
建 物 １，８６６百万円 
土 地 ３，７２９百万円 
投資その他の資産「その他」 ２３百万円 

計 ６，１９８百万円 
 

上記のうち、取引先の借入金１４６百万円に対する担

保提供資産は土地１８０百万円、建物５４百万円であ

ります。 
 
担保されている債務 

長 期 借 入 金 １，３７８百万円 
短 期 借 入 金 ９６３百万円 

計 ２，３４２百万円 
 
 

４．受取手形裏書譲渡高は２８６百万円であります。 
受取手形割引高は４３百万円であります。 
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   （連結損益計算書関係） 
前連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日 

当連結会計年度 
自 平成１９年４月 １日 
至 平成２０年３月３１日 

※１．販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
給料 ９９８百万円 
賞与引当金繰入額 １１８百万円 
退職給付引当金繰入額 ６１百万円 
地代家賃 ２０７百万円 
減価償却費 ２９百万円 

 
※２．一般管理費及び登記製造費用に含まれる研究開発費は

該当ありません。  
 
 
 
※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

リ ー ス 用 資 産 ９百万円 
そ の 他 ０百万円 

計 ９百万円 
 
※５．固定資産売却損は機械装置及び運搬具に対するもので

あります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち重要な費目及び金額は次

のとおりであります。 
給料 ９９１百万円 
賞与引当金繰入額 １１６百万円 
退職給付引当金繰入額 ６６百万円 
地代家賃 ２０５百万円 
減価償却費 ２８百万円 

 
※２．         同左 
 
※３．固定資産売却益の主なものは無形固定資産（借地権）

に対するものであります。 
 
※４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

リ ー ス 用 資 産 ５百万円 
そ の 他 ０百万円 

計 ６百万円 
 
  

 
（連結株主資本等変動計算書関係） 
前連結会計年度（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 28,448,320 2,652,209 ― 31,100,529 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による増加 2,652,209株 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 81,624 21,356 ― 102,980 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 21,356株 

 
当連結会計年度（自 平成19年4月1日 至 平成20年3月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 31,100,529 3,842,696 ― 34,943,225 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 新株予約権の行使による増加 3,842,696株 

２ 自己株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（株） 102,980 14,418 ― 117,398 

（変動事由の概要） 

増加数の内訳は、次のとおりであります。 

 単元未満株式の買取りによる増加 14,418株 
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３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

 
４ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

決議 株式の種類 
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 154 5 平成19年3月31日 平成19年6月29日 

平成19年10月26日 

取締役会 
普通株式 95 3 平成19年9月30日 平成19年12月10日

 
（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（百万円） 

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 

平成20年6月27日 

定時株主総会 
普通株式 利益剰余金 174 5 平成20年3月31日 平成20年6月30日

 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１９年４月 １日 
至 平成２０年３月３１日 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
  （平成１９年３月３１日現在）

現金及び預金勘定 ２，９９１百万円 
預入期間が３か月を超える 
定期預金 △２８１百万円 
現金及び現金同等物 ２，７１０百万円 

 
２．重要な非資金取引の内訳 

（1）新株予約権の行使 
新株予約権の行使による 
資本金増加額 ３００百万円 
新株予約権の行使による 
資本準備金の増加額 ３００百万円 
新株予約権の行使による 
社債減少額 ６００百万円 
 
（2）当連結会計期間において、連結子会社より除外とな

った福州榕東非金属鉱産品有限公司の資産及び負

債の主な内訳は次のとおりであります。 
（平成 18 年 10 月 31 日現在）

  流動資産 ６８百万円 
  固定資産 １１３百万円 
  資産合計 １８１百万円 
  流動負債 １１０百万円 
  固定負債 ８百万円 
  負債合計 １１８百万円 
  出資金の売却価額 １２６百万円 
  現金及び現金同等物 ５百万円 
  差引：関係会社出資金の  
  売却による収入 １２０百万円 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 
  （平成２０年３月３１日現在）

現金及び預金勘定 ２，３７６百万円 
預入期間が３か月を超える 
定期預金 △２８１百万円 
現金及び現金同等物 ２，０９５百万円 

 
２．重要な非資金取引の内訳 

新株予約権の行使 
新株予約権の行使による 
資本金増加額 ３００百万円 
新株予約権の行使による 
資本準備金の増加額 ３００百万円 
新株予約権の行使による 
社債減少額 ６００百万円 
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②セグメント情報 
（１）事業の種類別セグメント情報 

当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の事業

を営んでおり、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 
（２）所在地別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「本邦」の割合がいずれも９０％を超え

ているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
（３）海外売上高  

海外売上高が、連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。 
 

③関連当事者との取引 
該当事項はありません。 
 

④有価証券の時価等 
（イ）その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円） 

前 連 結 会 計 年 度 
（平成１9 年３月３１日） 

当 連 結 会 計 年 度 
（平成 20 年３月３１日） 

区 分 
取得原価 

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額 
差 額 取得原価 

連結決算日におけ

る連結貸借対照表

計上額 
差 額 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えるもの 
 

株 式 
 

 
 
 
 

６７ 
 

 
 
 
 

３０２ 
 

 
 
 
 

２３４ 
 

 
 
 
 

４５ 
 

 
 
 
 

９４ 
 

 
 
 
 

４８ 
 

小 計 ６７ ３０２ ２３４ ４５ ９４ ４８ 

連結貸借対照表

計上額が取得原

価を超えないも

の 
 

株 式 
 

 
 
 
 
 

９４ 
 

 
 
 
 
 

７９ 
 

 
 
 
 
 

△１５ 
 

 
 
 
 
 

９４ 
 

 
 
 
 
 

５７ 
 

 
 
 
 
 

△３６ 
 

小 計 ９４ ７９ △１５ ９４ ５７ △３６ 

計 １６２ ３８１ ２１９ １４０ １５２ １１ 

 
（ロ）当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 
売却額 ２０６百万円 売却益 １５５百万円 

当連結会計年度（自 平成１９年４月１日 至 平成２０年３月３１日） 
売却額 １６７百万円 売却益 １４５百万円 
 

（ハ）時価評価されていない有価証券 （単位：百万円） 

区 分 
前連結会計年度 

（平成１９年３月３１日） 
当連結会計年度 

（平成２０年３月３１日） 
その他有価証券 

非上場株式 
（店頭売買株式を除く） 

０ ０ 

計 ０ ０ 
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⑤デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
該当事項はありません。なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は注記の対象から除いております。 

 

⑥１株当たり情報 
前 連 結 会 計 年 度 
自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日 

当 連 結 会 計 年 度 
自 平成１９年４月 １日 
至 平成２０年３月３１日 

１株当たり純資産額 472.75円 

１株当たり当期純利益 25.65円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 23.96円 

１株当たり純資産額 443.92円 

１株当たり当期純利益 16.94円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 ― 

（注）１ 当連結会計年度における潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式がないため、

記載しておりません。 

２ 算定上の基礎 

（１）１株当たり純資産額 （単位：百万円） 

項目 
前連結会計年度 

（平成１９年３月３１日） 
当連結会計年度 

（平成２０年３月３１日） 
連結貸借対照表の純資産の部の合計額 15,448 16,227 

普通株式に係る純資産額 14,654 15,459 

差額の主な内訳 

少数株主持分 
794 767 

普通株式の発行済株式数(株) 31,100,529 34,943,225 

普通株式の自己株式数(株) 102,980 117,398 

１株当たり純資産の算定に用いられた普

通株式の数(株) 
30,997,549 34,845,827 

 

（２）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 （単位：百万円） 

項目 

前連結会計年度 

自 平成１８年４月 １日 

至 平成１９年３月３１日 

当連結会計年度 

自 平成１９年４月 １日 

至 平成２０年３月３１日 

連結損益計算書上の当期純利益 754 542 

普通株主に帰属しない金額 0 ― 

（うち利益処分による「従業員奨励及び福

利基金等」への振替額） 
0 ― 

普通株式に係る当期純利益 754 542 

普通株式の期中平均株式数（株） 29,400,451 32,046,995 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた当期純利益調整額 
― ― 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の

算定に用いられた普通株式増加数（株） 
（注）2,067,532 ― 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれ

なかった潜在株式の概要 

― ― 

（注）転換社債型新株予約権付社債によるものであります。 

 

⑦開示の省略 

リース取引、税効果会計、退職給付関係に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと

考えられるため開示を省略しております。 

 


